
遠隔医療の推進方策に関する懇談会 構成員意見交換会(議事要旨)(案) 
 
１．日 時 平成 20 年 7 月 4 日(金)  13:30～14:50 
 
２．開催場所：総務省 8 階 第 1 特別会議室 
 
３．出席者 

(1) 構成員(敬称略) 
金子 郁容(座長)、八木 隆(秋草 直之代理)、内田 健夫、太田 隆正、大山 永昭、   

梶井 英治、川島 孝一郎、久島 昌弘、髙本 和彦(仁坂 吉伸代理)、本田 敏秋、     

本多 正幸、村瀬 澄夫、吉田 晃敏、和才 博美、國領 二郎(オブザーバー) 
(2) 総務省 

安藤地域通信振興課長、濱田地域企業経営企画室長、中野調整課長補佐 
(3) 厚生労働省 

佐藤指導課長、新木研究開発振興課長、冨澤医療機器・情報室長、原医療課長 
 (4) 経済産業省 
   渡辺医療・福祉機器産業室長 

 
４．配布資料 

資料１    中間取りまとめ(案) 
資料２  懇談会開催要項・構成員一覧 

 
５．議事概要 
 
（１） 開会 
○ 金子座長より、本意見交換会は、非公開とするが、公式な会合として後日議事要旨を

公開することを説明した。 
 
（２） 意見交換 
○ 金子座長より、中間取りまとめについて、本意見交換会における構成員の意見を反映

し取りまとめる予定である旨を説明した。 
○ 以下、意見交換における構成員の主な意見。 
・ ①本懇談会に求められる成果として、課題となっている持続可能性を解決するような、

具体的な絵を構成員の間で共有すべきである。②多様な地域のニーズに対しどのよう

なツールを用いるのがよいか新たな俯瞰的な視点（スーパーストラクチャー）から整

理し、各地の遠隔医療を支援する体制があってもよいのではないか。③コミュニティ



は、既存の SNS 等 ICT ツールを利用できるのではと感じている。④遠隔医療は、慢

性期疾患のフォローや救急医療、行政とも繋がるものである。 
・ 対面診療と遠隔医療では、対面診療の方がもちろんいいというのは、ほぼ一致した考

え方であるが、医師が不足しており対面診療が受けられないという状況があるのだか

ら、遠隔医療の効果を実証するときには、対面診療を比較するのではなく、受診がで

きない、ないし困難である状況と比較するべきではないか。 
・ 今後の遠隔医療の展開のためには、まず従来の遠隔医療が必ずしも円滑に進まなかっ

た理由を検証する必要がある。 
・ 従来の DtoP の遠隔医療プロジェクトは、医師・患者・保険者にとって不十分な結果

に終わっている。条件不利地域における医療問題解決には、根本的には医師不足の解

消が必要であると考えており、遠隔医療がどの程度有効かについてはモデル事業で検

証すべきである。 
・ 医師の増員による医師不足解消には最低 15 年かかり、解消までの間を何とか遠隔医

療でしのぐことが必要である。DtoD に関しては、超音波画像診断の診療報酬化の検

証が必要である。DtoP に関しては、現状では患者の充足感や医療の質の確保ができ

ておらず、過去の失敗例をもとに本懇談会でその有効性を検証すべきである。 
・ 医師を増員しても、医師が行きたがらないへき地医療の解決にはならない。ICT を活

用してへき地の医師を支援する DtoD が必要である。 
・ 近年 ICT は大幅な技術進歩を遂げているものの、遠隔医療は現状では個別的かつボラ

ンティア的な取組に過ぎない。モデル事業の積み重ねにより、患者のニーズを検証し、

普遍的な部分の標準化が必要である。医師不足で困っている現状に対して、ICT 技術

の活用による解決を前向きに進めていただきたい。 
・ 遠野市のモバイル遠隔健診事業は、経済産業省事業の検証から、住民の不安解消に寄

与しており、一定の評価ができると考える。遠隔医療を、地域の実情、現場の声を踏

まえて機器開発も含めて、実績として評価していただき、少しでも前進させていただ

きたい。 
・ DtoNtoP を含む DtoD は評価ができると考えるが、これまでの DtoP の実施について

は医療関係者、患者ともに不安や不満を持っており、今後モデル事業による検証が必

要である。 
・ モデル事業は、既存の技術を用いて実施・検証すべきであり、新たな技術を導入する

ことについては費用対効果に疑問がある。 
・ 費用に関する議論と費用以外の議論とを分けて考えるべきである。確固たる方法がで

きれば、予算も後から付いてくるはずである。一方で、科学技術の進歩には一定の国

費投入が不可欠であり、モデル事業で最新技術の可能性を検証するのも一案ではない

か。構成員は、遠隔医療に対して、医師の過酷な労働環境の解消に繋がるという共通

の将来像を描いていると考えられ、そこに向かうためのいくつかの段階に分けて考え



るとよいのではないか。 
・ DtoP が現場の医療に適用可能なレベルに達するには、ICT 技術の進歩を基盤とした

全く新しい技術開発が必要であり、モデル事業における検証が求められる。 
・ 中間取りまとめは両論併記ではなく、受療機会の平等化（医療均てん化）の 1 つの方

策として本懇談会として、積極的に遠隔医療を推進する旨を明確に盛り込む必要があ

るのではないか。その上で汎用性、双方向性、継続性、診療としての位置づけ等、遠

隔医療を導入するためには何が必要か、どのような効果があるか検証すべきである。 
・ 対面診療が医療の基本であり、DtoP によって完全に代替することは難しい。しかし

看護師やケアマネジャー等が間に入る DtoNtoP は有用である。また媒体としては、

携帯電話、テレビ電話、端末等の使い分けが必要である。今は費用を考慮せずに何が

使えるのかを検討する段階ではないか。 
・ DtoP は、実際には往診や訪問看護等の医療関係者が間に入ったうえで実施されてい

る。全てを遠隔医療で実施するような DtoP は、将来的な可能性はあるが、現状では

実現していない。現実に即した形で DtoP を定義しなおして、取りまとめてはどうか。 
・ 現時点では、対面診療と遠隔診療は選択的な関係にあり、どの場面でどのように使う

べきかを検討すべきであると考えている。DtoD、DtoP などの類型を中間取りまとめ

で用いるかどうかは改めて検討する。 
・ 救急医療における受診前相談の設置は、対面診療と遠隔診療を選択的に実施している

例である。 
・ 本懇談会では、慢性期及び健康管理、予防医療等を主に想定しているが、救急も重要

であると考えている。議論が拡散するため救急を含めていないが、本懇談会が遠隔医

療の範囲を限定するわけではない。 
・ 地域の特性に応じ、制度や計画があり、それを実現するためのシステムが存在する。

医療の現状を打破するためには、特性に応じたシステムを構築し、国や自治体、医療

機関による一体的な取組が必要である。 
・ 総論は遠隔医療を推進する形でよいと考えるが、不必要なもの、未実証なものは、推

進対象に入れるべきではない。 
・ モデル事業では、以前の遠隔医療が失敗した要因を踏まえて、持続可能性の確保を重

点項目にするべきである。 
・ 遠隔医療は、必要性があり実証できたものから推進し、実証できていないものはモデ

ル事業において検証する必要があることを明確にしていく。また、モデル事業は、持

続可能性、汎用性の高いものにしていくべきである。 
 

○ 本意見交換会を踏まえて、中間取りまとめの作成は、金子座長に一任された。 
 
（３） 閉会 



○ 事務局より、今後のスケジュールついて、以下のとおり説明した。 
・ 中間取りまとめが確定した段階で、総務省・厚生労働省両大臣に提出する懇談会を開

催する。 
・ モデル事業は、中間取りまとめ以降、できるだけ早い段階で募集要項を作成し公募を

開始する。 
 

以上 
 


